
高齢社会対策の実施の状況

第１節 高齢社会対策の基本的枠組み

○ 我が国の高齢社会対策の基本的枠組みは、
高齢社会対策基本法（平成７年法律第１２９号）
に基づいている。

○ 高齢社会対策会議は、内閣総理大臣を会長
とし、委員には全閣僚が任命されており、高
齢社会対策の大綱の案の作成、高齢社会対策
について必要な関係行政機関相互の調整並び
に高齢社会対策に関する重要事項の審議及び
対策の実施の推進が行われている。

○ 高齢社会対策大綱は、高齢社会対策基本法
によって政府に作成が義務付けられているも
のであり、政府が推進する高齢社会対策の中
長期にわたる基本的かつ総合的な指針となる
ものである。

○ 平成８年７月に最初の高齢社会対策大綱が
策定されてから５年が経過し、経済社会情勢
も変化したことから、１３年１２月２８日、高齢社

会対策会議における案の作成を経て、高齢社
会対策大綱が閣議決定された。

○ 高齢社会対策大綱に基づく施策の総合的推
進のため、分野別の基本的施策の枠を超え、
横断的に取り組む課題を設定し、関連施策の
総合的な推進を図ることとしている。

○ 高齢社会対策は、就業・所得、健康・福
祉、学習・社会参加、生活環境、調査研究等
の推進という広範な施策にわたり、着実な進
展をみせている。一般会計予算における関係
予算をみると、平成２０年度においては１４兆
１，２９５億円となっている。
これを各分野別にみると、就業・所得７兆

６，６８４億円、健康・福祉６兆４，０３５億円、学
習・社会参加２４０億円、生活環境１２４億円、調
査研究等の推進２１２億円となっている（表２－
１－１）。

就業・所得 健康・福祉 学習・社会参加 生活環境 調査研究等の推進 計
平成８年度 ４３，２６９ ３９，５１６ ７６６ ４４９ ３４０ ８４，３４０

９ ４３，１７６ ４１，６９８ ６８６ ４５２ ３８５ ８６，３９６
１０ ４４，０７８ ４５，４７６ ５９３ ４０４ ３８０ ９０，９３２
１１ ５２，０９５ ４９，６９４ ５８３ ３９９ ４４５ １０３，２１５
１２ ５３，３８６ ５２，２９７ ５１６ ４１８ ８５１ １０７，４６７
１３ ５４，８８４ ５５，８６２ ３５６ ３２９ ９６８ １１２，３９８
１４ ５６，３８７ ５９，２６４ ３５８ ２９２ １，１８７ １１７，４８８
１５ ５７，７０５ ６１，２９８ ３４６ ２６７ １，１１４ １２０，７３０
１６ ５９，９４３ ６３，０９８ ２７７ １３０ ４５３ １２３，９０１
１７ ６４，３５５ ６１，９６０ ２６６ １２８ ２７４ １２６，９８２
１８ ６８，２６０ ６１，４００ ２１６ １２５ ２４６ １３０，２４６
１９ ７２，２９４ ６３，５４１ １９５ １２５ ２１７ １３６，３７３
２０ ７６，６８４ ６４，０３５ ２４０ １２４ ２１２ １４１，２９５

（単位：億円）

資料：内閣府
（注１）高齢社会対策関係予算には、本表に掲げる一般会計のほか、特別会計等がある。
（注２）本表の予算額は、高齢社会対策関係予算として特掲できるもののみを合計した額である。
（注３）本表の予算額は、当初予算案の数字である。

表２－１－１ 高齢社会対策関係予算（一般会計）
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